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山形県多文化共生推進プラン（案）に対する意見募集の結果について 

 

山形県では、日本人も外国人もお互いを認め合い、地域を構成する一員として共に

活躍できる「やまがた共生社会」の実現に向け、広く有識者、事業者、関係団体・機

関、外国人住民等の御意見をお聴きしながら、アクションプランとなる「山形県多文

化共生推進プラン」の策定を進めてまいりました。 

この度、プラン（案）に対して県民の皆様から意見を募集したところ、下記のとお

り御意見をいただきましたので、御意見に対する県の考え方とともにお知らせいたし

ます。 

記 

 

１ 意見募集期間   令和７年２月18日から令和７年３月17日まで 

 

２ 提出された意見の件数 

  11件（意見提出者１名） 

 

３ 提出された意見の概要及び意見に対する県の考え方 

  別紙のとおり 

 

４ 意見募集時の公表資料とその閲覧方法   

（１）公表資料    山形県多文化共生推進プラン（案） 

（２）閲覧方法    県のホームページ、行政情報センター（県庁１階）又は各総

合支庁総合案内窓口 

 

プレスリリース 

【問い合わせ先】 
みらい企画創造部 
国際人材活躍・コンベンション誘致推進課 

   課長補佐（総括・国際交流推進担当） 大沢 
    電話：０２３－６３０－２１２４ 
〔報道監〕 重要プロジェクト等推進監(兼)次長 相田 



山形県多文化共生推進プラン（案）に提出された意見の概要及び意見に対する県の考え方 

１ 意見の募集期間   令和７年２月18日（火）～ 令和７年３月17日（月） 

２ 提出された意見の件数  11件（意見者提出者 １名） 

３ 提出された意見の概要及び意見に対する県の考え方 

 意見の概要 県の考え方 

１ １ページの「計画期間・進捗管理」の「有識者等で構成される山

形県多文化共生推進委員会（仮称）」にはこども基本法に規定され

る「こども」も含まれますか。 

委員会の構成員については、本県の「審議会等の設置・運営

に関する指針」に基づき、こども基本法に規定される「こど

も」も含め、多文化共生推進に知見を有する方のうちから、特

定の年齢層に偏ることのないよう、幅広い年齢層から委員を選

任してまいります。 

２ １ページ「３ 外国人留学生の状況」の《Ｒ５学校別》の表、「４ 

外国人労働者の状況」のグラフ、３ページの「外国人雇用事業所数

の推移」のグラフに単位を記載していただけないでしょうか。 

 各表及びグラフへ単位の記載を追加しました。 

３ １ページの「３ 外国人留学生の状況」の《Ｒ５学校別》の表に

ついて、東北公益文科大学の人数が少ないので公立化に当たりよ

り増加するように取り組んでいただきたい。 

県内の高等専門学校・大学に在学している留学生の学校の垣根

を越えた交流事業を山形県で主催しているのでしょうか。 

 東北公益文科大学では、令和８年４月の国際学部設置に向け

て準備を進めております。また、公立大学法人設立準備委員会

において、公立化後の機能強化の検討を進めているところで

す。 

 県内の大学等に在学している留学生の交流事業については、

外国人留学生や日本人学生を「やまがた留学アンバサダー」に

任命し、外国人留学生を対象とした県内魅力体験バスツアーを

実施して、県内の外国人留学生の交流を促進しております。 

県としましても各大学と連携しながら外国人留学生の受入れ

増に向けて取り組んでまいります。 



 意見の概要 県の考え方 

４ 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に係る県内

のホストタウンに係る交流事業はどのようになっていますか。こ

のことを切っ掛けとして交流を継続されるのでしょうか。 

 ホストタウンとなった市町村において交流が継続されていま

す。 

５ ３ページの施策の柱１（２）若者のアウトバウンドの促進「②県

内高等学校における海外への修学旅行や研修旅行の実施促進」や

「③県民のパスポート取得促進等によるアウトバウンドの拡大」

について、県による支援制度はあるのですか。 

高等学校の研修旅行等に関して、全校に対する支援制度はあ

りませんが、国際探究科支援事業として、県立高校の探究科設

置３校に対して、海外研修旅行を実施する際の引率教員の旅費

等を支援しています。 

パスポート取得に係る支援制度については、新規にパスポー

トを取得する場合、取得費用の一部を助成する予定です。 

また、県内の団体が海外との相互交流の拡大を図るため、海

外に渡航し観光交流活動を行う場合、その費用の一部を助成す

る制度もございます。 

６ ３ページの施策の柱１（５）人的交流を通した信頼関係をベー

スとした関係性の発展「②特定国の外国人材と県内企業・大学等

とのマッチング支援」について、特定国とは特定技能在留外国人

のことでしょうか。 

「特定国」とは「特定技能在留外国人」ではありません。

「人的交流を通して信頼関係を構築した関係機関の所在する特

定の国」を意味しております。 

７ ３ページの施策の柱２（１）外国人材の活躍事例の周知「②モデ

ル地域の設定による日本人住民と外国人材の交流に関する優良事

例の創出」のモデル地域の単位は市町村を想定されているのでし

ょうか。 

 モデル地域は、市町村単位だけではなく、自治会単位など幅

広に考えております。 



 意見の概要 県の考え方 

８ ４ページの施策の柱３（１）一元的な相談体制の整備・充実「③

法制度や教育・医療など外国人住民に関する知識に精通し、関係

団体との協働を進める専門人材「多文化共生コーディネーター」

（仮称）の育成」について、各市町村に配置するのでしょうか。 

また、「④多文化共生に関する情報を一元的に掲載するポータ

ルサイトの設置」は新設されるポータルサイトですか。 

 「多文化共生コーディネーター（仮称）」については、市町

村国際交流協会などの外国人住民支援団体に所属し、コーディ

ネーター的な役割を担っている方などに研修を受講していただ

くことを想定しています。その結果、各市町村での修了生が活

躍することにつながればと考えております。 

ポータルサイトは新設を予定しております。 

９ ４ページの施策の柱３（３）くらしの環境整備の促進の④に記

載の「外国人相談サポーター(仮称)」と（１）一元的な相談体制の

整備・充実の③に記載の「多文化共生コーディネーター（仮称）」

とが連携する仕組みは構築されるのでしょうか。 

「外国人相談サポーター（仮称）」が受けた相談のうち、法

制度など専門的な支援を必要とする内容は「多文化共生コーデ

ィネーター（仮称）」に引き継ぐなど、連携する仕組みを検討

してまいります。 

10 ４ページの基本の柱３（３）くらしの環境整備の促進の「教育」

に「④公立夜間中学の設置検討」とありますが、背景の説明をして

いただけないでしょうか。２ページの「山形県外国人住民アンケ

ート調査」の結果の中に、外国人住民の「現在の困りごと」につい

て、「日本語のコミュニケーションに関すること41.9％」とあるこ

とに関連するのでしょうか。 

 公立夜間中学の設置検討は「教育機会確保法」等に基づき、

全ての地方公共団体に夜間中学等における就学機会の提供等の

措置を講じるよう義務づけられたことに対応するものです。夜

間中学は、基本的には未就学者や最終卒業学校が小学校の者等

を対象としており、今後ニーズ調査を実施する予定としており

ます。 

なお、今回実施した外国人住民アンケート結果とは直接的に

関連しておりません。 

11 ４ページの基本の柱３（３）くらしの環境整備の促進について、

海外と比較して貧弱な公衆Wi-Fiの整備が必要ではないでしょう

か。 

 公衆Wi-Fiといったデジタル基盤等の整備充実は、多文化共

生の観点だけではなく、県民の暮らしの利便性向上や産業の生

産性向上など県の発展の基盤となりますので、関係部局と連携

して取り組んでまいります。 

 


